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論文
「物価指数の経済理論」
-N. Liviatan, D. Patinkinの理論を中心として一
?
木 秀 玄
われわれは既にこれと同じ題名の重要な論文を有している。すなわち，アレ
ンn,ステーレー2)のそれ，およびアルマー3)の単行本が挙げられる。ここであ
げられる以上の論文および著者に共通の態度は，それが需要の経済理論に基づ
いて，いわゆる Las式，真の指数および Paa式の間に Paa<I<Lasの大
小関係があること，すなわち Paa式指数が指数の下限をなし， Las式がその
上限をなすことの理論的展開を目的とすることであり，したがってそれは物価
指数の統計理論ではなく，需要の経済理論の一断片を形成することが指摘され
る。本稿は上記のアレン，ステーレーの所論と比べてより包括的であり，かつ
より示唆的なものと考えられる N.Liviatan and D. Patinkinの所論4)を忠
実に追跡することによって，サミュエルソンによってヴィクセル，コニュス，
ボルトキイエヴィッチ，ボウレー，ハーバラー，ビグー，ケインズ，ステーレ
1) R. G. Allen, Economic Theory of Index Numbers, Economica, 16, 197, 1949. 
2) E. H. Staehle, A Development of Economic Theory of Price Index Numbers, 
Review of Economic Studies, 1, 163, 1935. 
3) M. J. Ulmer, Economic Theory of Cost of Living Index Numbers, Columbia 
Univ. Press, 1949. 
4) Nissan Liviatan, Don Patinkin, On the Economic Theory of Price Indexes, 
Economic Develo加 entand Cultural Change, Vol. 9, No. 3, April, 1961. 
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ー，レオンティエフ，アレン，ラーナー，フリッシュ，ウァルドと挙げられた
系譜の流れの最先端にあるこの二人のヘプリュー大学の理論家の所説を紹介的
に展開し，筆者自身の指数論研究の一断章とすることを意図するものである。
N. Liviatan. Don Patinkinによると 「経済学における理論的および経験
的研究の間のもっとも実りのある相関関係の一つは Las式指数と Paa式指
数に対して意味を与えるために消費者行動理論を用いてきた。国民所得の大い
さのデフレーターとしてのこれらの指数の意味については，可成り明白なコン
センサスは Hicks.,Kuzunets., Samuelson, Littleその他の議論の結果とし
て到達された」”とし，なお，それが生計費手当の大いさの計算という指数の
もつ重要な局面をあまり重視しなかったことを指摘している。なお， Staehle,
Lerner, Allen, Samuelsonは一応， それぞれの文献でこの問題を取り上げ
ているが， 「混乱と誤解」をその中に伺いうるとし，筆者が特にこの稿をなし
たのも，指数のこの第二の局面に関心を有するからである。すなわち，物価指
数のデフレーター機能から生計費手当算定機能へ！これがこの稿の目的とする
ところである。 しかも， N.Liviatan, D. Patinkinは Las式は生計費手当
の有効な上限を提し， Paa式にその下限を示すということの誤りを述ぺ，さ
らにPaa式の利用は時には Las式よりも過大補整へと導びくことを述べる。
1. 真の物価指数および数量指数
この節では， 「真の指数」概念を規定する以下の記号を理論展開の便宜のた
めに使用することにする：すなわち
A, B・ …•無差別曲線
x,y……商品
必， 9か(i=l,2, ……，)……xおよびyの価格
Pi(i=l, 2, ……）…•••必， yp; の簡約記号
5) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 150 . 
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ェ砧， 9炉 (i=l,2, ・ …••）次の二つの特徴を有する x と y の数量の特定の
組合せ。
すなわち，
(i)それは無差別曲線 Aに存在する。
(ii)それは価格比ェかl:1P;に相等しい限界代替率あるいは簡単にかによ
って規定される限界代替率を有する。
q;A(i=l, 2, …・・・)・・・・・沼/,:,記の簡約記号
Q/(i=l, 2, ・ …・)・ …••その座標が q/ である無差別曲線上の点
以上に対応する定義は次の各記号についても成立する：
x砧， 9砧， q;8および Q;B
第 1図の無差別曲線 A について考察すると個人によって購入される「財貨」
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の効用水準を U(A)とする。すると， この財貨の最小費用は価格の関数であ
り，その比率は第 1図の予算線 TUの勾配（負）に相等しいと想定される。
ここで TUの勾配を決定する x,yの二財の価格での無差別曲線の効用水準を
達成するための最小費用は第(1)式によって示される。
(l :EP1記=,,加記＋必Q1A,
上式で q/はその限界代替率がかで規定される無差別曲線上の点の座標であ
る。したがって:EP1記はその勾配が一ュ色ーに相等しい予算線を与えられた, P1 
無差別曲線Aとの接点にもたらすのに必要な貨幣所得水準として規定される。
いま，もし貨幣所得工かQ1Aを下回るならば，この個人は A の効用水準を獲
得することは不可能である。すなわち U(A)を購入するに足る貨幣所得を有
しないということになり，もし，貨幣所得が :EP1Q1Aを上回るならば，必要以
上のものを有することになる。ゆえにエP1Q1Aはその式が第(2)式である (TU 
に平行な）予算線 JKに対応する貨幣所得である：
(2) ,faix+ ,P1Y= :EP1Q1A, 
いま価格が必， 9柘であり，その比率が予算線 VWの（負の）勾配に相等し
いと想定されるときは U(A)を獲得する最小費用は同様に第(3)式によって示
される：
(3l :EP2ql=,, 如ql+,P2,砧．
上式で砧はその限界代替率がュ色ーに相等しい無差別曲線A上の点 Ql
ふ
の座標である。なお， これはその式が次の第(4)式による VWに平行な予算線
CDとの接点である：
(4) zP2XぢP2Y=:EP函A
ここでかから P2への価格変動の真の指数は第(5)式による：
(5) I1,2A= 
L]p辺2A
:EP1q1A• 
第(5)式の分母・分子のqlAとql'・ とはそれぞれ次の(1)その限界代替率はそれ
ぞれかと柘とによって規定される，,;(2)両者ともに無差別曲線上にあり，した
56 
「物価指数の経済理論」 （高木） 987 
がって同じ財 U(A)を表わす。 これより，真の物価指数に与えられた効用水
準についてのみ決定されうることになる。同様に次の第(6)式が成立する：
(6) I2,1A= I::P1q1A 
I::P2P2A・
上の第(6)式はれからかへと価格が変動するときの
を表わすものであり，明らかに第(7)式が成立する。
U(A) の費用の変化率
(7) l1,2A'I2,1A=l 
これより真の物価指数はフイッシャーのいわゆる「時点逆転テスト」に合格す
る5)ことを示す。
ここで第 2図の無差別曲線 B に進もう。当然のことであるが， その確定不
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6) F. E. Croxton and D. J. Cowden, Applied General Statistics, N .• Y., 1941, pp. 
612-14. 
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変な効用水準は U(B)を表わす。この場合にかからわへの価格変動の真の
指数は次の第(8),(9)式による。
(8l 11,l= 
~p叫l
工かQ1B. 
かつかからかへの価格変動については
(9) /2,/= 
~P1q/ 
工P叫2B.
各式の Q1Bは Q/の座標， q/は QIBの座標， q/は Q/の座標であるが
この場合には第(10)式が成立する。
UO) Ii,/・/2, /. 
一般的に無差別曲線の個数だけかからわへの価格変動の真の指数が存在
するとともに， 「時点逆転テスト」は逆転変動が同一の無差別曲線上にとられ
ることがなければ合格しない。したがって一般に次式が成立する：
Ul) /1,l・/2,/= 
四叫l LあQ1B
工紅IA ・ ~Pzql :/= 1 
第Ul)式は無差別曲線 AとBとの間に必然的関係が存在しないことの当然の結
果であり，もし Q/の左側の B が第2図と異なる形状をとるときは， q/,
記および q/が不変的であるが q/のみに影響する。ゆえに第Ul)式の積の
値は変化する。他方， AとBとの間に関係が成立する。したがって無差別図
表が同次効用関数についてであれば，上の積は 1に相等しくなる。
さて，ここで再び「真の数量指数」へ戻ることにする。これは UCB)の貨幣
費用に対する比率によって測定される U(A) から U(B) へのシフトの大い
さの表示であり，この比率は明らかに以上の各費用を評価するのに用いられる
価格に依り，この場合には二つの価格，したがって二つの指数が存在する：す
なわち
~P1Q1B ~p沼lU2) VA,B1 = および VんB2=~Pi記 '~P2ql·
上の第U2)式を第2図のタテ軸の切片にうつしかえると次のとおりになる；
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VA,B1=旦互 OG 
OJ および VA,B2=-oc-
しかも両指数は相等しくはないことが明らかであり，価格体系の個数だけ真の
数量指数が存在する。なお， Bが Aの右肩上方にあるとき， しかもそのとき
に限って VAぶ>1が成立し， このことは VA,B2についてもいいうるところ
である。しかがって VAぷ>1 (又はく）のときは同じことが VA,B2 につい
ても成立する。かくして「任意の 2つの真の数量指数はつねに同じ変動方向を
示す」のである。
同様に Bから Aへの逆シフトの二つの数量指数
こ鱈IAU3) VB,A1 = および VB,A2= ~p叫2Aこ鱈IJiー ~p沼l
を規定しうる。なお，両指数間にも次の関係が成立する。
閥 VA,B1・VB,A1= 1 および VA,B2. VB,A2= 1 
すなわち真の同一の価格ウェイトによる数量指数は「時点逆転テスト」に合格
することが立証されたわけである。この際にウェイトとしての価格要素が異な
る結果へと導びくことは当然である。すなわち
U5) VA,B10VB,A2-:/=l 
となる。かくして「ややゆるやかに述べれば，もし一つの経路により無差別曲
線 Aから Bへ（第2図の Q/から Q/へ）進み，さらに別の経路によって
戻る CQlから Q2Aへ）ときに，その相対的進行「距離」は一般的に等しくな
い」 7)ということになるのである。ここで数量指数は物価指数の基本的性質を
規定し，后者は前者を規定することによって，より正しくそれぞれの性質を明
らかにされうるという関係にあるが，このことを分析する概念として「補整的
価格変動」と「非補整的価格変動」の二つが挙げられる。既述のとおり Ii, 2A 
＝ 
工P沼2A
こ紅IA はかとかの二つの価格体系での U(A)の費用比としての（真の）
物価指数であるが，いま工かq/を価格変動に伴って自動的に変化しない「基
7) N. Liviatan, D. Patinkin, p. 509. 
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準所得」とし， ~p叫2A=I1,2AかqlA を価格がかからわへと変動したにも不
拘，消費者をしてこの新しい状態で U(A) に残らせうるように調整もしく補
整された基準所得とみなされうる。逆に表現すればこの補整がなければ l1,2A
=l が成立しない限り消費者は U(A)に残ることは不可能である。一般に消
費者は l1,2Aが1より大かもしくは小かにより U(A) より右肩上方又は原点
に近い別の効用水準， 例えば U(B) へと移動しなければならない。かくし
て，すべての初期点 Q1A(~P1q/) および物価指数 Ii,/=/= 1に二つの異なる
点が対応する。すなわち補整点 QzAと無差別曲線 U(B)上の 「非補整」点
Qlとが区別される。このような Q/から Q/への補整的変化は二つの部分
に分解される。すなわち QIAから Q/への非補整的変化と消費者が Q/か
らQzAヘシフトする U(B)から U(A)への（異なる経路をとる）逆の変化
とがこれである。 N.Liviatan, D. Patinkinによると「この後者の変化にそ
れが与ええられた価格体系 CP2)での二つの無差別曲線間の変化であるがゆえ
に数量指数で表わされうるものであり，このことこそそれぞれの物価指数がど
のようにしてそれに対応する数量指数とむすびつけられうるかを認めるもの
であるし， 実際に， この数量指数は物価指数の単なる別の表現方法なのであ
る」 8) という。この U(B)への接線である非補整的予算線式は
U6) xP2X+必y=~P沼z8
であり，この予算線を Q/で U(A)と接する位置までシフトする数量指数は
次の第閻式で定義される：すなわち
(17) VB.A2 = 
~p沼2A
~p沼2B ・
なお， ~P2記=~P1記より
(18) l1,/=-
~p叫l こPzqzA
~plq!A ＝ ~Pzql 
=VBA2, 
問題は更に次のように展開される。ここで Qz8を「初期状態」とし，わか
8) N. Liviatan, D. Patinkin, op cit., p. 510. 
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らかへの価格変動を考察する。 これは補整点 Q/を示す U(B)上の指数
l2,/と関連づけられ， Q/に対応する非補整点は対立的な初期点 Q/となる
ペきである。なぜならば，工P2Q2A=~かQ1Aであるがゆえである。 しかも，
かに相等しい価格による貨幣所得は QIAで U(A) に接する予算線を規定す
る。かくして，かからかへの価格変動の結果として QIAから非補整的変化
はかからかへの価格変動の結果として Qlからの非補整的変化に対立す
るものとしてとらえられるものである。以上より I2,1Bに対応する数量指数を
計算するに当って， その算式は非補整的点 Q1Aから補整的点 Q1Bへの「変
化」を反映しなければならないことを指摘しておくべきである。ここで既述の
想定，すなわち貨幣所得は確定不変であるとの想定により次の第(19)式が構成さ
れる。
(19) Ii.l=~P1Q1B =~ 紅 IB
~p叫l 工P1Q1A =VAB1. 
ここで，第(18)式と第(19)式を比較するとき，先きの数量指数は U(B)から U(A)
への「変化」と関連づけられ，後者のそれは U(A)から U(B)への「変化」
に関連することがわかり，しかも U(A)と U(B) とは交わらないという基本
命題より次の関係が成立する。 VAB2~1 のとき，しかもそのときに限り VAB1
~1 となる。いま，これを物価指数で表わすと，
(20} /1, 2A~1 のとき，しかもそのときに限り /2,/~1 となる。
すなわち U(B)上，かからかへの変動に対応する物価指数は U(A)上，
かからかへの変動に対応する物価指数と反対の方向をとるのである。しかる
に同一の無差別曲線上の物価指数間の関係と異なり I2,1B と I1,2A は l2バB•
l1,2A=f= 1を満足しない。この同じ無差別曲線上の物価指数間の逆関係により，
上の第(20)式より次の関係を導びくことが可能である。
(21 a) Ii, 2§; 1のとき，しかもそのときに限り l1,l§=1. 
(21 b) l2, 1:§: 1のとき，しかもそのときに限り l2,1B§;1 . 
すなわち，かかられへの変動に対応する物価指数は両方の無差別曲線上，同
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ーの方向をとるべきであり， かつれからかへの変化に対応する物価指数に
ついても同様である。この物価指数の特徴は対応的な数量指数が同一方向をと
るという事実より示されうるのであり，上記の第 (21a)式は， VBA2§= 1の
とき，しかもそのときに限り VBA1§=1となる。これは :EP1q/=:E如忙が
成立し， I2,1A=エP1q/= :Eqぷ
匹ぷエP叫l
=V心および11,l=:EP叫2B_=互必正
工P1q/ エP1Q1B
=VBAI によるものである。なお， l1,l=l=l1,2A および /2バB~/2,IA が成立す
る。かくして N.Liviatan, D. Patinkinは次のように要約する。なお，カッ
コ内の表現は第2図のタテ軸の比でとらえたものである。
Iば =VBA2に組 /2, I A= V AB2 (=器）
(2) Ii.2B=VBA1 (=孤） I記 =VAB1(=餅）
ここで第(2)式の各列の指数の対は逆関係にあるが’各行の指数は第一行の両数
量指数は U(B)から U(A)への変化に関連し，他方，第二の行の指数は U(A)
から U(B)への変化に関連し，対角対の反対方向にあるべきである9)。なお，
本稿の中心問題である生計費手当へ物価指数を適用する際に大切なのは関連す
る無差別曲線の対であり，これに関して更にくわしく後述するであろう。なお，
これまでは物価指数と数量指数との間の関係についてであったが一そしてこれ
以後もそうであるが，ここで物価指数のグラフ表示についてもうすこし考察し
ておかなければならない。けだし第 1図からは指数 11,lの方向と大いさにつ
いては何ごとをも類推出来ない。なぜならば，第 1図のような図形は「実物的」
大小関係のみを反映するものであるからであり，相対価格の変動だけが反映さ
れうるからである。ところが，当面の課題である物価指数は絶対価格の変動に
かかわるものであり，したがって，補整的予算線に対してのその状態が VBA2
oc （したがって li,l,第2図ので百）の尺度を導入しなければならない。かるに理
論的に可能な無差別曲線（又は図表）の想定は現実には， したがって指数計算
9) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 512. 
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には利用不可能であり，指数の経済理論は，その限界の設定をもってその内容
とするのである。すなわち「エP叫2Aはたで U(A)を獲得する最小費用であ
るということは（それが原点に対して凸であるという想定で）無差別曲線 A
上の任意の他の点は一この場合にもかで一より多くの費用を必要とすること
である」 4)という。これは次の第(23)式で述べられる。
⑫ 3) :EP2記く:EP咀/
上式でq/は無差別曲線 A上の任意の他の点を示す。同様に無差別曲線Bに
ついては
(24) エP,記 <P1q/
ここで q;8は無差別曲線 B上の任意の他の点であるる。第(23),倣）式は A,B 
のそれぞれについて成立するゆえに， q,A=q/, q/=ql についても成立す
る。すなわち
⑫ 5) :EP沼lく:EP咀IA
(26) エP1記くこかql
が成立し，これらの不等式を既述の第(4),(9)式に代入すると
(27) I畠＝ 匹沼/ :EP叫i8＜ :EP1Q1A :EP1Q1A' …・・・Las式
(28) I2, /= :EP1q/ :EP1ql ＜ 
:EP沿l :E紐 l
••… ·Las 式
以上の不等式を逆転し，第(7),(10)式を利用すると
(29) 工Pi記 1
:EP俎IA＜ l1,2A =I2,1A .い ・・Paa式
(30) :EP叫2B＜ 1 
:EP1砧 I2,i8=I1,l…・・・Paa式
既述の真の指数と異なり，第(27)'(2)式の右辺ー第(29),(30)式の左辺ーは用語の普
通の意味での物価指数である。すなわち価格を分母，分子の両方で同じ数量で
加重し， Q,Aと Qlによって計算されうる。なお， ここでは無差別図表の知
識を想定する必要はない。なお，第(27),(28)式の右辺はともに初期状態の数量で
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加重されるがゆえに Las式指数であり， 10)同様に第(29),(30)式の指数は最終状
態•…•第(29)式では I2,1A, 第(30)式では I2,1A..•.•• の数量で加重されるゆえに
Paa式である。
以上より， N.Liviatan, D. Patinkinの結論はこうである。すなわち，「第
(21)~(30)式でわれわれの四つの真の物価指数のそれぞれの唯一の限界を適用する
ことに成功してきた。別言すれば， Paa式指数および Las式指数は一般にそ
れぞれ同一の真の指数に下限と上限を提示しない。上限と下限とを提示される
のはある一つの特別の場合に限られるのである：すなわち，われわれがQ1Aと
Qlとが同じ無差別曲線上にあることがわかっているときだけである。 けだ
し， /1,1A=J1,lおよび /2,1A=/2, 19であれば，第(27)'(30)式より
(31) エP叫l<JばくエP2Q1A
工P1Q29 :E紐 !A
同様に第(28)'(29)式より
(32) エP1Q1A<I2, !Aく恥ql 1> 
:EP叫lA :E柘ql
しかし， Staehleも指摘するように12), これは余り意味のない結論である。
なぜならば Q1Aおよび Q1Bが同一の無差別曲線上にあることが知られるなら
ば，真の指数は第(5),(6)式から直接に計算されうるのであり，何らその限界を
誘導する必要はないということになる。
2. 指数と生計費手当の問題
N. Liviatan, D. Patinkinによれば「消費者行動理論の標準問題は，貨幣
所得をふくむすべての他の変数が確定不変であるのに，唯一の価格変化より生
ずる需要量の変化を分析することである。」13)しかも，この変化は代替効果と所
10)第岡式では，この初期状態は Q,A,第閲式では，それは Qlである。
11) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 514. 
12) H. Staehle, op. cit., p. 169 :-170. 
13) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 515, 
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得効果とに分解され，われわれの生計費手当の問題も分析的にはこれと同じで
あり，価格の上述の変動の所得効果を相殺するために行なわれるぺき貨幣所得
の補整時変化の大いさこそ当面の分析対象としてとりあげられるのである。
第二節での想定と同じく，消費者の無差別図表はわかっており，この消費者
がかと貨幣所得 R.,=エP1q/<簡単に pl,品＝エP1Q1A)によって規定される
a状態にあると想定する。第2図の Q1Aはその最適状態であり，無差別曲線
A と予算線 JKとの接点であり，その式は
(3} zP1XぢP1Y=エP1Q1A
による。さて，時間的，場所的に価格はかからかへ変化する。 なお，貨幣
所得は確定不変であるとする。この状態を fJ状態とし, CP2, Rs=エ柘Q2B)で
表わすことにする。 P状態での最適状態は第2図の Qlにより， しかもこれ
は次式による予算線 GH上にある：
(3~zP2X + :1P2Y = zP2zPl + :1P2丑l=:EP叫l.
仮定により
~35) :EP1Q1 A= :EP2ql 
が成立する。第2図より，その貨幣所得は相等しいという条件にも不拘， a,
Pの両状態での厚生状態は相等しくはない。特に Qlは Q2Aよりも右肩上
方に位する。そこで「問題はこの個人を a状態の厚生状態へ引き戻すよう補
整変化を行なうことである。」14)この目的は価格をかへ戻すことによって達成
されるが， 行なわれている価格は柘である。可能なことは GHの勾配を認
め，無差別曲線 aとの接点へそれをシフトして貨幣所得の変化を補整するこ
とである。「この価格変動について補整するために P状態の所得になされるべ
きこの変化を生計費手当という」 15)のである。 これを T1,2Aで表わそう。こ
の右肩添字は確定不変に保たれる厚生水準を，右下添字は価格の変動を示す。
14) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 516. 
15) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 516. 
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すなわち次式が成立する。
(36) T1,l=エP叫l-I;pl記．
これはれでの効用水準 A の費用とれでのそれとの間の差であり，更に
手を加えると
!37l rば＝ 工P叫l A ・I;P1q1 A -I; P1q1 = I; P1q1 A Ui, l-1)・ I;plqlA 
したがって， P状態での補整的所得は
(38) R,,=R/l+T1,/=EP叫/十区p,q/U1,2A-l)=(エP1q/)I1,/.
＝エP叫2A•
この補整的所得を有する個人の予算線は
(39) zP2x+,, 柘y=(EP1Q1A)J1,/=区P汎2A
であり， 第2図の CDにより示され， Q/での無差別曲線 A との接点であ
る。なお，第2図で示される場合に T1,/は負値をとる。 EP1Q1A=EP2q/の
EP2記 oc想定より， 11,/Ii VB,A2= となり，第2図では く1に相等し
匹 2Q/ 席
い。したがって 9状態の補整的所得は本来， 9状態の所得に数量指数を乗じ
たものである。
一歩進んで，貨幣所得を一定とし¢ 状態の方を初期状態とする。 この場合
にわからかへ価格が変動するとしよう。すると問題は， a状態の貨幣得所
を¢ 状態の厚生水準を創出するよう補整することである。 ここでの生計費手
当は
(40) T2,/=EP2記U2,/-l)
となり， R戸 EP,記に加算されると，次の第(4U式の予算式で示される補整的
所得を a状態において個人に与える大いさを意味する：
(41) 必＋如y=Eかq/
これは Q/で無差別曲線Bと接する第2図の EFである。この場合にも a
状態でのもとの貨幣得に数量指数 VAぷを乗ずることであり，ここでは 11,/
と 12,/ との間と同様に T1,2Aと T2,1Bとの間に何ら特別の関係はみられな
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第 3図
い。ところが負値の T1,2Aは正値の T2,/を意味し， Q逆も成立する。 この
事実は負値の T1,/が無差別曲線 Aが Bの下方に位置することを意味する
のである。 したがって逆の変動は正の補整を必要とすることを意味する。さ
て， a状態から fl状態へと移動した場合について検討しよう。 ここで力点が
おかれなければならないのは一同時にこのことこそ混乱の原因なのだが一a状
態の勤労生活者について何らのオペレーショナルな意味はみられないというこ
とである。
いま， N.Liviatan, D. Patinkinの例により， 16)国連事務局員がニューヨ
16) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit, p. 518. 
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ークからイエルサレムヘ戻り，そこで Ti,/を支払われた，即ちエP俎lで
CD上， Qlにあるとしょう。さて，彼はニョーヨークヘ戻りそこでかで行
動するとしよう。ただし，彼の補整的なイエルサレムでの所得エP叫lで行
動するとしょう。 この所得はそのニューヨークでの最初の所得エP1Q1Aより
小であり， A'B'がJKより低いという事実によって反映される。 Qlの厚生
水準へ引き戻すために第(36)式に同じように次の第(42)式による生計費手当を払わ
れなければならない：即ち
(42) T2,/=I::P1記ーエPzQzA.
第(42)式を第閲式と比ぺると次式が成立する。
(43) Ti,/+ T2,/= 0. 
別言すると，真の物価指数による生計費手当は「時点逆転テスト」に合格す
るということになる。この場所的な補整は時間的補整についても可能であり，
1960年から1962年へと価格が変動するとき， 1962年の補整的所得は1960年の所
得に相等しい。すなわち， 「もし，個人が真の指数で計算された生計費手当を
受けとるとき，彼はつねに無差別曲線 A に残るべきである。したがって，同
じ価格体系 (Pn) で規定される任意の二つの状態は無差別曲線 A上の同じ
点 (qnりににより， したがって同じ補整的貨幣所得 (I:Pnqnりによって特徴
づけられなければならない」....・・「ここで個人の無差別図表を知っているとい
う想定をとり除き， a状態から P状態への変動について， これらの状態につ
いて有する価格と数量の情報に基づいてのみ補整しなければならないと想定せ
ょ。この目的に支払わるべき生計費手当の大いさについていかなることがいわ
れうるか？」 17)と問われる。
上の問に対する答は N.Liviatan, D. Patinkinによるとこうである。すな
わち「その答は今日まで展開された指数理論に基づいて，われわれが支払われ
るべき額に上限を与えうるだけであるということである。けだし，第(37)式で真
17) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit, p. 519. 
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の生計費手当の大いさは真の指数 11,lに依ることを知り，かつこの指数にお
工P叫!Aかれる唯一の限界は第罰式の Las式指数ーすなわち によって与えら
:EP1Q1A 
:EP叫z8れる上限であることを前節の議論より理解した。他方， Paa式指数
:EP1qz8 
はわれわれの目的にとって全く不適切である。真実は，それは指数 Ii,lにつ
いて下限をきめるのであって Ii,l(第閲式）についてではない。」 18)とし， 更
に「同様に，もし，初期状態がPで，変化が a状態へ生じたならば，唯一の
適当の指数はもう一度， Las式指数であって， Paa式指数でなかった。この
場合に，第(40)式は正しい生計費手当は l2,i8の推定値を求めることを示す。し
かも，このためにわれわれは第閲式によって述ぺられる Las式指数 :EP1qz8 
工威z8
:EP1q1A の上限だけを有する。もう一度， Paa式指数 は真の指数のしかも適
:EP叫IA
切でない指数，すなわち 12詮（第閲式）の下限をきめる」とする19)0 
以上はすべて常識的解釈を可能とする。既に生計費手当政策は現在所得への
数量指数の適用と同じことであるここで四個の真の数量指数が存在する。しか
し， そのうち有用なのは無差別曲線 Bから Aへの移動を述ぺる二個に限ら
れる。無差別曲線 A上に個人をとどまらせることが生計費手当の政策目的で
あり， ある時点の価格は個人の現行の行動と厚生を決定するものでありえな
い。価格が aから Pへ変化する場合に補整的生計費手当の決定の場合に，
VB,A2だけが適切であり， Qlはそれで個人が価格わが行なわれる世界で無
差別曲線 A上に残らせうる唯一の点であり，上の生計費手当の目的にとって
オペレーショナルに意味のある唯一の所得効果は価格 P2に対するものであ
る。十分に認められてきたことは Las式と Paa式がそれぞれ異なる 2つの
厚生水準＝生活水準に関連して二個の異なる真の指数の限界を与えることであ
るが，「これまで理解されなかったのは Paa式指数は生計費手当政策に適しな
18) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., 520. 
19) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., 520. 
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い真の指数の限界を示すということである。」と20)とする。
ここで d 状態からP状態への変化を考察しよう。生計費手当政策の目的は
d状態の生活水準を確保することであるならば， li,l,したがって Las(上）
限だけがこれに応ずるものであり，従来のこの問題についての文献での Paa
式指数の議論は P状態の生活水準が維持されることを確定するよう役立つも
のとされてきた。しかもこの目的には l1,lPaa式（下）限がふさわしいとさ
れた。しかし，この二人の理論家によると，これは明白に誤りである。 21)けだ
し，もし， d 状態から P状態へ移動するときは， P生活水準を維持する政策
をとる明白な方法は彼をそのままにしておくことである。同じことがPから d
への変化についても少し変化すると妥当する。この場合にも d生活水準を維持
するために指数を計算する必要がないが，これに対して l2,/およびそのLas
Y 
?
X 
第 4図
20) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 520. 
21) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., 521. 
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式（上）限界だけがP水準を維持するのに適している。この場合も Paa式物
価指数に何らオペレーショナルな意味が与えられない。
ここに一つの全く異なる性質を有する点を指摘しうる。無差別図表が既知で
あるという想定をとり除き，生計費手当が Las指数に対応して与えられると
する。第4図の予算線 Iから予算線nへと移動する消費者を補整するのに使用
さるととする。すると， nでの補整的予算線は皿である。併るに彼は予算線I
のバスケット Q1Aを選択しないで，一顕示選向理論に応じて一 QIAの南東の
方向点，たたとえばQ/でその最適点を見いだすのである。消費者が予算線I
へ戻る，しかも彼はその生計費手当を基準としてのnのバスケットで補整的所
得をうる。すると， このことは彼をIVにもたらし， 彼は QIAよりも有利な
QIDを選択する。つまり Las式による生計費手当は，真の生計費手当と異な
り，「時点逆転テスト」に合格しないことになる。
3, Paa式指数と Las式指数との間の関係
本節でも d状態と P状態の初期貨幣所得は同じものであるという想定を続
けることにする。ここで d状態から9状態への価格変動の Las式指数を次の
第(4)式によって表わす：すなわち
幽山，2=工P叫/:EP,q,A・
Pから d への場合には次のようになる：すなわち d: ＝ 工紐l
:EP叫l
である
が，これはこれで以後の問題にかかわりがない。
個人のもとの P予算線は第 5図の GHで示される。その式は次の第（船）式に
よる：
(45) :rP2X + ,P2Y = :EQ叫2B•
Las式生計費手当で補整するときは，その補整的な P所得ー第(38)式と類似的
にーは次のとおりである：
(46) R13C=(エP2qlh如＝エP叫IA•
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したがって，その新しい予算線式は
(47) 必x+,PaY=エP叫/.
図形によるとこの予算線はもとの P予算線に平行で CPzはそのまま）， Q1A 
をよぎる (Fig.5のRS)べきである。補整結果として消費者は d 状態におけ
るよりも暮しの水準は上昇する。その新しい予算で彼に d バスケット Q1Aを
獲得することを可能とし一N.Liviatan, D. Patinkinによると，「これはLas
式生計費手当の本来の意味である。」 22)なお，これは d状態で獲得しえなかっ
た可能性を与えるのである。 したがって彼はこれらの各可能性の一つ Q2Dに
? ?
?
?
L ＇ ヽヽ｀ ヽヽヽヽ
ヽヽヽヽヽ ヽヽ｀  ｀ ヽヽヽヽヽヽ ヽヽヽヽヽ
?
K 
第 5図
V H 
? ?
22) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 523. 
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向つて RS上を南東方向へ進む。 これは il1,2>I1, 2A を図形によって示すも
のである。なお，貨幣所得確定不変を想定し， Las式指数の値は図形上-§§-
として容易に読みとられる。
ここで一つの問題が提示される。すなわち「必要な生計費手当にどのような
限界が課せられうるか？」。これに対する N.Liviatan, D. Patinkinの解答
は次のとおりである。「文献は利用可能な情報の程度に依り aと P状態につ
いてのデータだけを知るときは，個人の補整的¢ 所得の下限は aバスケット
Q/の選択の三角形内にその予算線を持ち込むものである。したがってこの消
費者は明白に aにおけるよりも豊かである。第 5図の直線 LKはこれを表わ
すものである。この直線の経済学的解釈は，この消費者の貨幣所得が相対的に
低廉となった財貨の同じ最大量を購入することを可能となるように変化される
ということである。 すなわち，その初期 9所得は比例的に最低に増大した価
格と同じ割合で変化される」23)と。したがって次の限界が規定される：
(48) 並 <I畠＜山，2.
;P1 
第(48)式でサプスクリプト jはその価格が a状態から¢ 状態へ比較的に最小
に増加した商品を示す。 なお， 同様にその価格が最大に増加した商品は GH
に平行で， Y軸上の］から出発する予算線によって示される上限を規定する。
しかし，この消費者が a状態で］コーナーに存在しないときは，この限界は
つねに Las式指数の上方にある24)0 
これはあまり明白な限界ではないが，もし追加的情報を有するときに限って，
より明白にすることが可能である。すなわち，ここで価格を一定不変に保ち貨
幣所得を変化さして成立さした所得一支出曲線を知ると想定する。これは第 5
図の MNで示される。すると MNと a予算線 JKとの交点は， Q,Aに劣
り，補整的 P所得工P叫lでその時に行なわれる¢ 価格P2で選択される点
23) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 523. 
24) N. Livitatan, D. Patinkin, op. cit., p. 524. 
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Qlを決定するのである。かくして，この補整的所得に対応する予算線は第5
図の TVで示される。かくして次の限界が誘導されるのである：
(49) :EP叫l
:EP叫l
<Ii, l<Ii, 2 , 
この消費者のもとの P所得が山，2の割合で補整されるときは，彼は第 5
図の Qlへ移動されるのである。 ここで qlを「過大補整 P数量」 とし，
びを「過小補整 P数量」という25)。いま，こかq/ー エP1qlおよび :EP叫2D
＝エPz記と想定することにより， 次式により上の第(49)式の限界をより十分に
理解しうる：
匹ぷ
匹紅
=l およびユ辺企二
:EP叫IA
1, 
かくして，「別言すれば，過小補整 P数量のもとの a数量に対する Las式数
量指数は 1である。したがって，第(49)式の下限によって述べられるものよりも
大きいある補整はこの数量指数を 1より大きくする一ここでこの消費者が最初
にaでみられたよりも生活水準が悪いことはもはや確実でない。同様に，過大
補整的P数量のもとのa数量に対する Paa式数量指数もまた 1に相第しい。
ゆえに， Ll1,2 より小さいある補整はこの消費者が確かに aにおけるよりも
生活水準が高いということを不可能とする」という。 これは Hicks および
Kuznetsの指数理論と一致する26)。ここでエかq/=:EPzqlおよびエP1q1A
=:EP1qlにより，上の第（船）式は次の第(51)式に書きかえられる：
(51) :EP函c
工紐l<I1,2Aく山，2.
したがって，下限は過小補整 P数量で加重された物価指数として示され， こ
25) P. A. Samuelson, Consumption Theorems in Terms of Overcompensation 
rather than Indifference Comparisons, Economica, XX, 1953. 
26) J. R. Hicks, The Valuation of the Social Income, Ecomica, VII, 1940, 105-24, 
S. Kuzunets, On the Valuation of Social Income-Reflection on Professor 
Hicks'Article, 瓦onomica,XV,. 1948, 1-16, 116-31. この問題について論争あ
り。
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の指数はときには文献で「Paa式物価指数」 といわれるものである27)。 しか
るに N.Liviatan, D. Patinkinによれば「これは間違った記述である。けだ
し用語の通常の意味での Paa式物価指数はそのウエイトが実際の 9数量で
あって，過小補整数量でない」とする28)。なお，「第(51)式の下限を !Paa式指
数」とすることは，用語の通常の意味での Paa式指数が l1,zAについて下限
を与えるという続けられる誤解に貢献したことを疑うものである」 という。
N. Liviatan, D. Patinkinの所論の中心課題はここに求められ， 筆者が特に
彼等の原論文に関心をいだいたのもこの点にある。したがって，いましばらく
このような彼等の所論を追跡してみよう。
れから柘への価格変動の Paa式指数により生計費手当を計算することは
:EP叫lP所得にふ， 2ー を乗ずることを意味するとともに，この消費者の補
:EP1qz8 
整的¢ 予算線が次のようになることを意味するのである：すなわち
B 
(52) zJ心＋，柘y=:EP叫l(茎::::a)=(芸ク：:;) :EP咀zB.
この場合も :EP1Q1A=:EP沼z8を想定されたのである。第(52)式の括弧内の表現
OJ は第 6図で一一ーに相等しい数量指数に相等しい。ゆえに第(52)式による所得はoz 
¢ 所得にこの比率を乗じたものであり，補整的 9予算線はその費用がかで
OJ に¢バスケット Qz8を乗じたものの軌跡点であり，これは Cl,予算線と Qloz 
への半径ベクトルとの交点の軌跡， Qlによって決定される。
OQzE OJ 
OQz8 OZ 
を
求めることにより， Ql によるバスケットはその成分の各々が ~i に Qz8 を
OJ 乗じたものに相等しい。したがって拓での Qlの貨幣費用は万ZにQz8を
乗じたものに相等しく，上の第(52)式による補整的¢ 予算線は Qlを通り GH
に平行となるべきである。これより， Paa式指数は 1より小さく OW OJ 育＝万Z
27) R. G. D. Allen, op. cit., p.60. 
28) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 526. 
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となる。 ここで第 6図より， Q,AとQ/選択の三角形の外側にあり，次の関
係式が成立する：
(53) Pi./< 1 および山ぶ>1. 
なお，この第(53)式より
(54) pばく山，2• 
この式より Paa式指数の真の指数に対する関係については何事をも判別する
ことは不可能である。したがって第(54)式より次の5)式を推定することは不条理
であるというべきである29)0 
(5) Pl,,2<I1,l<d1,2 
?
?
第 6図
29) N Liviatan, D Patinkin, op. cit., p. 528. 
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OQ/の交点で決定され
る予算線は GHと一致する。ゆえに， Pl1,2=1となる。 ここでPaa式指数に
よる¢ 所得の補整は消費者を a状態よりも低い生活水準に残すであろう。そ
の理由は 0/よりも劣るからである。「かくして， それでコニュスの条件
(56) :EP1記＝エP1ql
が満足される特別の場合には， Paa式指数は真指数の下限を規定しない。
?
との¢ バスケットは Q/とする。すると Paa式補整予算線は W'W1'であ
り，ゆえに Pl1,2=号閃>1
り Las 式指数(~)より小である。
のときは Paa式補整¢ 予算線と Las式補整予算線は相等しい。
となる。 しかるに，明らかに Paa式指数はやは
しかるに，もとの Pバスケットが QzH
すなわち
????
??
? ??、
?
??????
ー、
?
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?
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第 1図
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RS に相等しい。したがって両者は相等しい。…•••終りにもとの P バスケット
が Qlである場合を考察しよう。すなわち， Paa式補整 P予算線 (W"W,)
は Las式補整予算線 (RS)の上方にあり， Paa式生計費手当は Las式手当
によって支払われる額より大となる」のである。
以上述ぺたところより，次のような要約が可能となる。 [Paa式指数と Las
式指数との間の関係についての分割線はaバスケットヘの半径ベクトル OQ/
である。 Paa式指数は fJバスケットがこの半径ベクトルの右方にあるか，そ
れに重なるか，それとも左方にあるかによって Las式指数より小か，相等し
いかそれとも大である。ここで Pバスケットが OQ1Aの左方に位することは
yの“に対する数量的 dバスケットの大いさより大であることを意味し，こ
れは第7図が yの価格の“の価格に対する比率が a状態より P状態へ増加
したという事実を無視する。これより，もしその相対価格が増加する商品の需
要の相対的減少を保証する十分に強い代替効果がみられるならば， Paa式指数
は実際につねに Las式指数より小であるが，勿論，これはそれが真の指数よ
り小さいものであるぺきことを意味しない」という30)。すなわち，従来の理論
の Paa<I1,2<Lasの定形は崩れ去るのである。
4. 貨幣所得変動の場合
以上の理論の展開の基礎に「貨幣所得一定」の想定を必要条件としてとられ
てきた。いまこの想定をゆるめるとどうなるか？ 第8図の AA'と BB'と
は相等しい勾配を有し，それぞれ対応的なバスケット QAと QBで<I,と/iの
状態での予算線を表わす。いま，消費者が<I,から fiヘと移動するとしよう°
この変化に対応して補整するためにとられる生計費手当はいかなるものである
べきか?N. Liviatan, D. Patinkinはこれを AA'から BB'へのシフトの
諸原因に求める31)。すなわち，消費者はエP1q/ー エP1Q1B=R. —R,. を支払わ
.30) N. Liviatan, D. Patinkn, op. cit., p. 529. 
.31) N. Liviatan, D. Patinkin., op. cit., 530. 
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?
?
?
U(A) 
U(B) 
?
第 8図
れることによって貨幣所得変化について補整される。第(57)式はこれを示す：
(57) r: 麟 B[翌悶:-1 ]=訟記[VAB1-1]. 
この式は貨幣所得の変動についての数量指数による補整を示すものである。さ
て，これに対立的に予算線が貨幣所得が一定で価格の比例的変化の結果として
BB'ヘシフトしたとする。この場合には生計費手当は T1,2A=RUi./-1) と
なり，正値をとり価格変動についての補整を示す。
貨幣所得と価格の両方の変化をふくむ aから¢ への変化を考察しよう。消
費者をa状態と同じ無差別水準に維持するために品に追加さるべき貨幣所得
の大いさ「真の生活水準手当」 s,,t>を次の第(58)式のように規定される：
均 2Q2A(58) S,,t> = r:p沼2A-R/>= . R/>-R/>=R/>. (VBA2-1). r:p叫2B
79 
1010 闊西大學「純清論集」第28巻第6号
したがって S,,13は数量指数と関連づけられる。 ここで貨幣所得の変化の指数
は次のとおりである：
(59) M.,fl =--= R13 区P2qlR., I::P1q1A・
ここで既述の真の物価指数 IA= I:;p叫l1, 2 工鱈IA を用い，名目変動分 M をデフレ
ートするをうる。その結果が次の「実物」変動指数である。
(60) VA, B2 = A = M呼 I:;p叫lA ・1, 2 I:P叫2
第(58)式と比較すると上のVA記は生活水準手当に使用した数量指数である VBぷ
の逆数であることが直ちに理解される。 したがって第(58)式は次の第(sn式とな
る：
61) s., ~ 品［冨— I ]~R,[~ ―1J 
上の第(61)式は消費者が U(A) にとどまらせるために，正の補整がもし価格が
所得以上に増大したとき¢ で支払われるべきことを，他方， M,,,,13>!1,/のと
きは負の補整が支払われるべきことを示すものである。ここで「デフレーショ
ン」は s,,/3の概念に関連づけられ， 生計費手当の概念に何らかかわりがない
ことが指摘される。真の生計費手当は
(62) Ti,/=品U1,/-1)
で示されるが，ここで Tは品=Rt>および M,,13=1であるように確定不変
の所得について規定され，これを第(61)式代入すると
(63) S,,,,13=島［犀— 1]=品Ui,/-l)=T: 畠
となる。すなわち生計費手当は生活水準手当と一致し，所得が確定不変のとき
に限って Tは意味をもってくるのである。貨幣所得が変化するときに消費者
に T1,2Aが支払われるが， 価格は変化についての補整と関係がないことが理
解される。
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以上より N.Liviatan, D. Patinkinは次のように結論を見いだすのであ
る。すなわち「結論的にわれわれは価格と貨幣所得の両方が同時的に変化する
とき，生計費手当の決定に用いる物価指数は何らの経済的意味をもたない。す
なわち，生計費手当と価格変動についての補整の間に何ら論理的関係はありえ
ない。これは真の物価指数に， したがって Las式物価指数に当てはまる。物
価指数の意味のある適用は貨幣所得変化のデフレーターとしてである。ところ
が「デフレーション」は直接に計算されうる数量指数となるから余分のもので
0 0 0 0 0 
ある」••…• 「貨幣所得が基準的所得以下に減少しない世界では， Las式生計
費手当は消費者がすくなくとも基準時にうけた生活水準をつねに達成しうるこ
とを保証する。もし，このことが生計費手当の目的であるならば，この手当政
策は貨幣所得で増大しつつあるときは重大な「過大補整」に関連するのであ
る。この目的は Paa式数量指数を計算し， しかもこの指数が 1より小である
ときにつねに「生活水準手当」を支払うことによってはるかに有効に達成され
えた。・・・・・・経済研究者は貨幣所得が変化しているとき，価格変動による厚生の
変化部分」にかかわるべき政策を樹立することは不可能である」 32)という。
5, むすび
以上が N.Liviatan, D. Patinkinの指数の経済理論の梗概である。その所
論はあくまでも需要理論のなかでも価格変動に伴う所得補整の理論であり，多
くのこの関係の理論家の目的が真の指数の下限としての Paa式指数，その上
限としての Las式指数の， いわゆる指数の限界理論であったのに対して，そ
れを乗り越えることによって，かえってこの三種の指数が，限界理論をゆるめ
ることに成功したという意味で筆者はその所論の価値を認めるものである。し
かし，これだけのことから，その関係を具体的な統計数値の計算にまで及びう
32) N. Liviatan, D. Patinkin, op. cit., p. 535. 
全般的にいって理論は P.A. Samuelson, Foundations of Economic Analysisに
負うところが大である。
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るかということになると問題は依然として残るであろう。なお，本稿は余りに
も N.Liviatan, D. Patinkinの原論文に囚われすぎた感があるが，はしがき
で述べたとおり，一応は素直にそれをフォローすることが，次の批判の準備を
なすものであるから意識的にそういう態度をとらなければならなかったのであ
る。
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